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【本県の現状・課題等】
離島航路は、住民の生活や産業活動にとって極めて重要な地域公共交通であるが、人口の
減少が続く中、船舶事業者の経営は厳しさを増しており、船舶の維持・更新に苦慮している
現状である。
また、ジェットフォイルの令和元年度の利用実績は県内約85万人であり本土と五島列島・
壱岐・対馬地方を結ぶ航路の旅客利用のうち約43％を占めることから、離島住民の生活の
足としてだけではなく、観光産業振興のための海上交通手段としても深く浸透している。
本県においては、現在、長崎～五島、博多～壱岐～対馬の２航路において、４隻のジェッ
トフォイルが運航しており、いずれも船齢が30年以上経過していることから、船舶の更新
については将来を見据えた取組みが必要である。
国の船舶共有建造制度において、平成27年度からジェットフォイルの共有期間を９年か
ら最大15年に拡充され、令和２年度には共有比率が上限45％から70％へ引き上げられたと
ころであるが、導入当時に比べ船価が高額（１隻約50億円）となっているため、厳しい経
営環境にある各航路事業者では、ジェットフォイルの更新が難しい状況である。
フェリー等の船舶更新にあたっては、事業者の費用負担が大きいため、資金調達が課題と
なっている。

【提案・要望】
離島航路は住民生活及び物資の輸送、経済活動のみならず、観光需要への対応な
ど交流人口の拡大にとって極めて重要であることから、船舶が安全で安定的に運航
されるよう船舶の建造等にかかる財政措置を強化するとともに、離島航路の安定化
のため地元自治体との連携の強化を図ること
１　船舶の建造に係る補助制度の創設・拡充について
⑴　ジェットフォイルは、本土と離島間を結ぶ高速交通機関として、高速性等
の機能面に優れるとともに、揺れも少なく快適性を有する交通手段であり、
また、有人国境離島法の滞在型観光促進事業による島外からのインバウンド
需要や、世界遺産、日本遺産への観光需要等への対応をはじめ、交流人口の
拡大を目指す本県にとって、ジェットフォイルは必要不可欠な高速海上交通
であることから、船舶の建造等が促進されるよう補助制度を創設すること
⑵　旅客輸送や物資の運送を担うフェリー等は住民生活の維持、経済活動及び
交流拡大等に重要な役割を果たすことから、離島航路の維持・確保のため、
船舶が安定的に運航されるよう船舶建造にかかる補助制度を拡充すること

２　離島航路の安定化について
離島の住民が日常生活を営むうえで必要不可欠な離島航路において、引き続
き航路事業者の経営状況等の情報共有を図るとともに、新規航路事業者から一
般旅客定期航路事業の許可申請が行われた場合は、地元自治体と情報共有が図
られる体制を構築するなど、離島航路の安定化に向けた取組を推進すること

９　離島航路対策の強化について
【国土交通省】
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【本県の取組】
県としては、ジェットフォイルの更新（建造）の取組を進めるため、関係する都県による
情報交換会を開催し、関係自治体や船舶建造事業者との意見交換などを行っている。

【提案・要望実現の効果】
（項目１⑴）
導入当時に比べ船価が高額となっているジェットフォイルの更新費用を軽減し、海上高速
交通の維持を図ることができることから、島外への通院など日常生活での移動に加えて、観
光等における交流人口の拡大に寄与することができる。
（項目１⑵）
離島を多く有する本県にとって、航路は住民等の移動及び生活物資の運搬などのために欠
かすことができない公共交通であり、船舶の建造等が安定的に行われることにより、住民の
暮らしの確保及び地域の活力維持につながるものである。
（項目２）
指定区間の設定のある航路については、船舶以外には交通機関がない区間又は船舶以外の
交通機関によることが著しく不便である区間であることから、離島等の住民が日常生活及び
社会生活を営むうえで必要不可欠なものである。
そのため、既存航路事業者の経営状況等や新規航路事業の許可申請については、地元自治体

と情報共有等を行い、連携した取組を行うことで、離島航路の安定化につなげるものである。

【船舶共有建造制度】現行例

※ジェットフォイル以外の軽合金製の船舶（高速船）

通 常

ジェット
フォイル

9 年

（共有期間）

15 年

（共有期間）

鉄道運輸機構

自己負担
１ ０ ％

事業者

建造資金の７０％貸付
（持分７０％）
※有利子

建造資金の２０％貸付
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建造資金の９０％貸付 （持分９０％）
※有利子
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【本県の現状・課題等】
長崎空港は大型航空機の離発着に必要な3,000ｍ滑走路が整備され、騒音問題や気象障害
が少ない信頼性と安全性に優れた海上空港であり、直近の高速道インターチェンジまで10
分程度の好条件に位置している。このような長崎空港の特性を活かし、夜間・早朝時間帯の
活用等により航空路線を拡充することは、地域経済並びに産業の振興に大きく貢献するもの
と期待される。
一方で、現在の長崎空港国際線ターミナルビルは、保安検査場や待合室等の施設が非常に
狭隘であり、大型機や複数便の離発着が困難な状況にある。加えて、今後は感染症等へ十分
対応できる空間や設備の確保も必要となる。
このような中、本県においては、ＩＲの区域認定を目指しており、開業時（2020年代後
半）の空港利用者については、平成30年度より約150万人増加する475万人（国内430万人
／国際45万人）を見込んでいることから、施設拡張のため、国際線新ターミナルビル（新
ビル）の建設が急務であり、その実現に向けては、国の財産の移管や施設整備のための財源
確保等、国の協力が不可欠である。
また、空港24時間化に向けた運用時間の延長については、現行時間外の需要創出が要件
となっており、運用時間延長に向けた取組と需要の創出を同時一体的に進めることが課題で
あるが、国において令和３年度中に供用開始を予定している航空管制業務のリモート化を契
機として運用時間の延長に結びつくよう路線誘致活動を強化している。
（本県の取組）
新ビルの建設に向け、空ビル会社及び国等との協議を行うとともに、ＣＩＱなど国地方機
関を交えた関係者による調整会議を設置し、地元として新ビルの施設配置や必要な設備等の
詳細な検討を進めている。
空港24時間化にかかる諸課題への対応については、官民で構成する「長崎空港24時間化
推進委員会」に、新たに４つのプロジェクトチーム（２次交通対策ＰＴ、空港ビル内受入対
策ＰＴ、利用促進対策ＰＴ、大村市内滞在対策ＰＴ）を設置し検討を深め、その実現を推進
していく。

【提案・要望】
本県が目指している特定複合観光施設（ＩＲ）の誘致を見据えた需要に対応する
とともに、国内・国際定期航空路線の拡充やチャーター便の誘致により、長崎空港
を活性化し、地域経済及び産業の振興を図っていくため、次の措置を講じること	

１　ＩＲ誘致を見据えて本県が計画している長崎空港の国際線新ターミナルビル
建設について、財源の確保を図るとともに必要な支援を講じること
また、ＣＩＱ体制の強化を図ること

２　長崎空港の24時間化を図ること。それまでの間は、航空管制業務の一部リ
モートによる運用を活かし、夜間・早朝チャーター便等の対応について柔軟な
取扱いを図ること

10　長崎空港の国際線新ターミナルビル建設及び24
時間化について

【国土交通省、財務省】
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【提案・要望実現の効果】
（項目１）
国際線新ビルの建設により、大型機材や複数便の就航が可能となり、長崎空港におけるＩ
Ｒ開業時の受け入れが円滑となるとともに、利便性の向上に伴い、国際航空路線やＩＲ利用
者のさらなる誘致・誘客に繋がることが期待される。
（項目２）
アジア地域等からの地理的優位性や騒音問題が少ない海上空港の特性を有する長崎空港の
24時間化により、国際チャーター便や定期便の誘致が促進され、訪日外国人を含めた交流
人口の増加が見込まれる。
いずれも本県がアジア地域の成長力を引き込むための日本のゲートウェイとしての役割を
担い、本県の活性化のみならず、国で進められている日本の観光立国推進に大いに貢献する
ことができる。

ターミナルビル整備イメージ
《現行》

《整備後》

00

300

00
万人

長崎空港旅客数

ＩＲ開業時
（２０２０年代後半頃）には

過去最高（Ｈ３０）の
３２７万人から
約１５０万人増加し、

４７５万人を見込む

現ビル改修
※国内線利用

新ビル建設
※国際線利用

現ビル
※国内線・国際線利用
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【本県の現状・課題等】
１　国が示した自治体ＤＸ推進計画においては、自治体の対応に係る詳細が提示されてい
ないため、自治体の対応が遅れることが懸念される。
２　本県は、離島や過疎地域といった条件不利地域が多く、光ファイバについては、市町
が公設により整備を進めてきたところであるが、設備更新や維持管理に要する費用の財
政負担が大きな課題となっている。
また、現在のユニバーサルサービス制度において、超高速ブロードバンドや携帯電話事
業は交付対象となっていない。
３　５Ｇ基地局整備に係る民間事業者への補助制度において、条件不利地であることや、
３Ｇまたは４Ｇの既存エリアであること、エリア内の世帯数に制限があることなど、条
件が設定されており、本土部や市街地での活用が困難。
４　過疎化等の進行で、共聴施設組合の構成員数減少による住民負担の増加が懸念され、
共聴施設の維持管理に支障が生じることが考えられる。
併せて、本県の地勢の特性から、国内外の電波の影響による地上デジタル放送の受信障
害が発生している。

【提案・要望】
人口減少・少子高齢化の進行や2040年問題に対応するためのSociety5.0実現に向
けた取組において必要不可欠となる、以下の事項について、充実・強化を図ること
１　自治体ＤＸ推進計画の推進について
自治体ＤＸ推進計画において示された標準化等の進め方について、具体的内
容を速やかに提示するとともに、標準化・共通化が必要なものについては統一
的に進め、必要な財政支援を講じること
２　デジタル社会の進展に対応できる光ファイバの整備等について
⑴　光ファイバ整備に係る支援制度を継続すること
⑵　光ファイバ網の性能の高度化（芯線増強、機器更新など）に係る支援制度
を拡充すること
⑶　光ファイバ等の超高速ブロードバンドを、速やかにユニバーサルサービス
に位置付けるとともに、離島・半島地域などの条件不利地域へ十分配慮した
配分方法とすること
⑷　公設の光ファイバ網の民間事業者への譲渡に係る支援制度の拡充を図ること
３　５Ｇ基地局の整備について
民間通信事業者による５Ｇ基地局の整備に係る支援制度を拡充するなど、確
実に地方での整備が進むよう、通信事業者へ働きかけを行うこと
４　地上デジタル放送の安定的な受信環境確保について
⑴　地上デジタル放送の受信に係る共聴施設の維持管理に係る支援制度を創設
すること
⑵　デジタル混信対策に係る支援制度を継続すること

11　Society5.0実現に向けたデジタル関連施策の
充実・強化について

【総務省】
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【提案・要望実現の効果】
１　Society5.0実現に必要な情報通信基盤の整備を促進することにより、幅広い分野におけ
るＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータの活用が進み、地域課題の解決や地域活性化、新産業・
新サービスが創出され、県内産業が活性化する。
２　５Ｇ通信を活用することで、離島・半島や中山間地域といった条件不利を感じること
なく、遠隔医療や遠隔教育などのサービスを受けることが可能となり、質の高い県民生
活が実現される。
３　地上デジタル放送における難視聴地域解消や、離島や沿岸部を中心とした海外波等に
よる受信障害の解消により、安定的かつ継続的なテレビ視聴が可能となる。

■　長崎県内市町における光ファイバ利用可能世帯率（令和２年３月末現在　総務省調査）

全　国 長崎県

光ファイバ
利用可能世帯率 99.1%

92.8%
(全国47位)
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【本県の現状・課題等】
本県では、平成27年度からの補正予算において計上されている産地生産基盤パワーアッ
プ事業、畜産クラスター事業などのＴＰＰ等関連対策を積極的に活用し、市町、関係団体と
一体となって施設園芸ハウスの整備や肉用牛増頭のための牛舎整備、持続可能な収益性の高
い操業体制への転換など、農林水産業者の体質強化等を推進しており、その結果、本県の農
業産出額・漁業産出額ともに増加傾向にあるなど一定の成果が見えているところである。
しかしながら、今後、輸入農林水産物の関税削減等の影響により、国産農林水産物との競
合の拡大が懸念されることから、中山間や離島・半島地域が多く、他県に比べて経営規模が
小さい本県においては、引き続き体質強化や経営安定などに取り組む必要がある。
１　農林水産業の体質強化対策
ＴＰＰ11協定等の発効後の影響については、分析が明らかにされておらず、品目に
よっては長期的に影響を見極める必要があるなど、各協定において十分な国境措置が確
保されているのか、国内対策が十分なのか確認できていない。
また、これまでに国から示された影響試算については、前提条件によって試算結果が
大きく変動することが予想され、提示された生産減少額、国内生産量の影響の範囲にと
どまるのか、長期的な国内対策の実施や全体予算規模が将来にわたり確実に確保される
かなど不透明である。
２　新たな国際貿易交渉への対応
今後、新たな国際貿易のルールづくりにあたっては、過去の経済連携協定で約束した
市場アクセスの譲許内容が最大限であることを堅持するなど、我が国の農林水産業を
しっかりと守るために必要な国境措置を確保することが重要である。

【提案・要望】
１　ＴＰＰ11協定等の発効後の影響分析と、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に
基づく農林水産業の体質強化対策の効果検証を行った上で、生産者が将来にわた
り意欲をもって経営を続けられるよう、国の責任において必要な施策を着実に講
じるとともに十分な予算確保を図ること
２　新たな国際貿易交渉や、既に発効している協定に基づく再協議が生じた際の国
際的ルールづくりに当たっては、国民へ十分な情報開示や丁寧な説明を行い、国
民の理解を得ながら交渉を進めるとともに、我が国の農林水産業及び食と地域産
業を守るために最大限の努力を払っていくこと

12　農林水産物の国際貿易交渉への適切な対応と体質
強化対策について

【農林水産省】
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○農業従事者が減少し、高齢化も進行
基幹的農業従事者は、R2年までの10年間で35％減少
H22年：38,655人→R2年：25,107人
○１戸あたりの耕地面積が小さい
全国平均2.50haに対し、長崎県は1.63ha（全国平均の65%）

厳しい農業の現状に加え、輸入農林水産物との競合拡大
⇒ 加速的かつ継続的な体質強化対策が必要

畜産クラスター事業
○五島地域畜産クラスター協議会 ＜取組事例＞
・ 肉用牛繁殖牛舎整備：44棟（繁殖雌牛1,603頭増頭規模）
・ キャトルセンターの増設：400頭規模 →700頭規模へ 
・「肉用牛大学」の開催により、分娩間隔短縮や出荷率の向上など生産性
向上対策を地域ぐるみで推進
繁殖雌牛の増頭、子牛販売額の増加 新規就農者が 名増加

＜取組事例＞
・ 大型化した漁船に循環型活魚水槽等を整備
→ 操業日数の増加や漁獲物の単価向上
・ 独立のために漁船を導入し延縄漁業等に着業
→ 漁業就業者の独立支援や経営安定
⇒５年以内に漁業所得等10％以上向上を計画
持続可能な収益性の高い操業体制への転換を推進 中核的漁業者の育成に貢献

浜の担い手漁船リース事業

○ＪＡ島原雲仙 雲仙ブロッコリー部会 ＜取組事例＞
・ 育苗ハウス、べたがけ資材の導入により、良質な苗で厳寒期
にも安定生産
・ 省力化機械（移植機など）の導入により、規模拡大
・ 製氷装置を活用した集出荷体制の確立により、品質が安定
栽培面積、販売額、部会員が増加

産地生産基盤パワーアップ事業

栽培面積が増加 販売額が増加 部会員の増加

新規就農者の増加繁殖雌牛頭数が増加 子牛販売額が増加

令和元年度農林水産祭
「天皇杯」 受賞

氷詰めで出荷される
ブロッコリー

ごとう農業協同組合
第２キャトルセンター（五島市）

子牛の共同
育成による
労力軽減

漁船リース事業採択数（累積）
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【本県の現状・課題等】
１　流通基盤の整備・養殖生産能力の向上
水産物輸出促進を図っている中、流通の拠点となる漁港の高度衛生管理体制が未だ不十
分な状況である。あわせて、養殖生産が拡大する中、静穏な養殖適地や陸揚の拡大に対応
した岸壁が未だ不十分な状況である。
また、種苗などの生産や仲卸などの流通関連施設も老朽化しており、他の漁港施設との
一体的な機能の維持と強化が必要である。
２　異常に発達する台風等への対応
近年、異常に発達する台風等により波高が増大し、拠点漁港では主要施設のうち約７割
が倒壊する可能性があり、また、潮位の上昇などによる浸水被害の拡大も懸念されること
から、今後も気象変動に対応した漁港施設の強化が不可欠である。
さらに、長崎漁港の臨港道路など県内190を超える施設で老朽化が顕著であり、既存施
設の長寿命化対策を計画的に実施していくことが必要である。
加えて、海岸高潮事業は完成時期の遅れが懸念されており、着実な事業推進が必要である。

３　漁場再生に向けた対応
沿岸部では、近年の海水温上昇に伴い藻場が減少・消滅するなどし、県内のアワビは
537トン（H１）から40トン（H30）に激減するなど、磯根資源の生産に大きく影響して
おり、特に県内閉鎖性海域等では漁場環境が悪化し、漁獲量が低迷している。
また、沖合では本県の主要魚種であるサバやイワシなどについても、その資源水準は未
だ低迷しており、沿岸から沖合までの一体的な水産環境整備が必要である。
４　就労環境の改善
漁業者の高齢化（H30時点の65歳以上高齢化率は全国平均を上回る39.9%）が進行して
いる中、干満差に左右されない陸揚作業などが可能な浮桟橋の整備率は11.7%と不十分な
状況であり、安全・安心な就労環境の確保のためには、漁港機能増進事業の継続と、浜の
活力再生・成長促進交付金の安定的な予算確保が不可欠である。

【提案・要望】
水産政策の改革に即して水産基盤整備等を着実に推進するため、必要な予算を確
保・充実すること
１　本県水産物の国内消費及び輸出拡大に向けた生産・流通機能の強化と関連施
設の整備、老朽化対策の支援制度の充実
２　大規模自然災害や国土保全、施設の長寿命化への適切な対応と防災・減災、
国土強靱化のための５か年加速化対策の推進
３　近年の海水温上昇により減少が進む藻場の回復等、漁場再生に向けた沿岸か
ら沖合までのソフトとハードによる総合的な漁場整備の推進
４　就労環境の改善や安全性の向上等、漁港機能を増進する取組の推進

【提案・要望実現の効果】
水産業の競争力強化や水産資源の回復等による漁業所得の向上及び就業者の確保
１　陸揚から流通まで一貫した高度衛生管理対策の推進により、付加価値の向上と魚価の
安定が実現し、水産業の競争力強化や輸出促進が図られる。
２　大規模自然災害に備えた防災・減災対策及び老朽化した漁港施設等の維持・保全の計
画的な実施により、漁業地域の強靱化が図られる。
３　産卵や幼稚魚の育成の場の再生及び沖合の基礎生産力の増大により、水産資源の回復
が図られる。
４　高齢者や女性、新規就業者等にも安全・安心な漁業就労環境が構築される。

13　水産基盤整備等の促進について
【農林水産省、国土交通省】
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3 水産資源回復の推進

4 漁港機能増進の推進

H (1989) H (2013)

(
ha)

10

5

13 ha15

8 ha

1 流通拠点機能の強化：長崎漁港

アラメ・カジメ類の食害

( )

1 生産拠点機能の強化：尾崎漁港

●台風による越波で家屋被害を受けており、早急な海
岸保全施設整備が必要。（千千石漁港海岸）

岸壁と閉鎖型荷捌所の一体的な整備 大規模養殖の展開に必要な静穏水域の確保

浮体式係船岸の設置により、陸揚げ作業の軽労化を図る。

●近年の水位上昇により岸壁が浸水し、綱取りに不
要な時間を要する。（度島漁港）

●岸壁(桟橋式)建設後55年が経過し、上部コンク
リートの欠損や腐食鉄筋の露出など老朽化が顕著。
（長崎漁港）

●R2.9.2台風9号の来襲により防波堤や浮桟橋等が被
災。（平漁港）

2 防災・減災、国土強靱化の推進
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【本県の現状・課題等】
本県の農業産出額は1,513億円と10年前（H21）と比べて10％増加しているが、主要品目
の生産量、栽培戸数の減少傾向や他県と比べて農業所得が低いことなどが課題であり、生産
基盤のさらなる整備促進による農業経営の体質強化を最重要課題として取り組んでいる。
１　農業農村整備事業
意欲ある担い手は、基盤整備の完了を見据えて各種設備投資を準備していることか
ら、営農規模拡大の早期実現に向け、十分な当初予算の確保が必要である。
令和３年度の農業農村整備事業関係当初予算は令和２年度の当初予算と比べて増額さ
れているが、大幅削減前の平成21年度予算と比べ８割にも満たない水準であり、計画
的な事業推進に支障がある。
２　生産基盤施設整備
（強い農業・担い手づくり総合支援交付金、産地生産基盤パワーアップ事業、畜産ク
ラスター事業）
農業所得向上のために、生産（規模拡大、多収化等）、担い手、農地集積、販売に関
する取組目標等を記載した産地計画を園芸で251計画、畜産で27計画策定し、その達成
に向けて取り組んでおり、今後も継続的な支援が必要である。

【提案・要望】
離島・半島地域が多く営農条件が厳しい本県において、担い手を確保し、農業所
得の向上を図るために、以下の措置を講じること
１　農地の基盤整備や農村の防災減災対策、農道整備事業を計画的に推進するた
めに必要な農業農村整備（補助、農山漁村地域整備交付金含む）関係予算を十
分な当初予算として確保・充実すること
２　地域の農業の収益性向上や生産基盤の強化を図るために必要な生産施設や機
械整備に対する生産基盤施設整備関連事業の予算を確保すること

＜農業生産基盤整備関連事業の政府予算推移＞ :

14　農業生産基盤整備の促進について
【農林水産省】
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＜農業農村整備事業の効果事例＞

整備前 整備後
(H18) (H27)

整備事業効果事例 波及効果事例（就学前人口の増加）

増加傾向(万円)

○担い手1人当たり農業所得の増
三会原第１地区 ２．７倍に増加
三会原第２地区 ３．２倍に増加

○三会原地区就学前人口

約１．５倍に増加（30人→46人）

整備前 整備後
(H14) (H24)

三会原第１地区 三会原第２地区
(万円)

2.7倍 3.2倍

＜生産基盤施設整備の効果事例＞

●畜産クラスターの取組（平戸市）

○産地計画の販売額の伸び率
１０６％に増
（H26:995億円→ R1:1,053億円）

●レタス真空予冷施設の導入（雲仙市）

令和元年度農業農村整備優良地区コンクール
農業振興部門 農村振興局長賞

三会原第１・第２地区
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【本県の現状・課題等】
急峻な山地や崖地が多い地形条件に加え、前線に伴う集中豪雨、また、台風の常襲地帯に
位置している本県においては、頻繁に洪水・浸水被害や土砂災害が生じており、県民生活に
多大な影響を与えている。このような中、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対
策」により災害に強く安全・安心で強靱な県土づくりのための対策を進め、その効果が一部
現れているものの、対策はまだまだ不足しており、３か年緊急対策後も、中長期的な対策の
もと、対象事業の拡大と別枠による必要な予算の確保が課題となっている。今後も気象変動
等の影響により頻発・激甚化する自然災害に備え、県民の生命や財産を守るため、防災・減
災対策による強靱な県土づくりを着実に推進する必要がある。
（本県の取組）
本県では、「長崎県国土強靱化地域計画」を令和２年度に改定し、平成30年12月に改定さ
れた国土強靱化基本計画のリスクシナリオを地域計画に反映させる等、更なる内容の充実を
図っている。
この地域計画に基づいた強靱な県土づくりの実現に向け、防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策予算を積極的に活用しながら各事業の整備を確実に進めているところである。

【提案・要望】
頻発・激甚化する自然災害から県民の生命・財産を守り、災害に強く安全・安心
で強靱な県土づくりを重点的・集中的に講じるために必要な予算を、当初予算にお
いて確保するとともに施策拡大を図ること
１　道路ネットワークの機能強化対策
・高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化
・高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化
２　防災・減災のために重要なインフラの整備促進及び予算の確保
・無電柱化推進計画事業補助、土砂災害対策道路事業補助
・道路災害防除事業
・港湾改修事業、海岸事業
・河川改修事業、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業、
　堰堤改良事業、ダム事業
・住宅市街地総合整備事業、住宅・建築物安全ストック形成事業（耐震）
・公営住宅整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業
３　防災・減災のための新たな補助制度の創設
・高潮浸水想定の調査費補助制度
・高波浪による第１線防波堤の耐波性検討のための調査費補助制度
４　災害に強い農山漁村づくりのための漁港、漁港海岸施設、農地海岸施設、 
治山施設、地すべり対策、ため池等の整備促進及び予算の確保
・農山漁村地域整備交付金
・民有林治山事業
・農村地域防災減災事業
・水産基盤整備事業

15　強靱な県土づくりについて
【国土交通省、農林水産省】
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【提案・要望実現の効果】
（項目１・２）
防災・減災対策の充実により、県民の生命・財産を守り、安全で安心できる生活環境を確
保するとともに、道路の防災対策や橋梁・岸壁などの耐震化により災害に強い緊急物資輸送
のネットワークが構築できる。
（項目３）
新たな補助制度の創設により、ハザードマップの基礎資料となる浸水想定区域の指定に向
けた検討が早期に着手可能となり、事前防災による被害が軽減できる。また第１線防波提の
耐波性検討による計画的な施設改良により、背後地の防災・減災対策が促進される。
（項目４）
防災・減災対策を行うことで、農山漁村の安全が確保され、生産者が安心して経営を続け
ることができるとともに将来にわたり集落を維持保全することができる。

S51 1h 103.3mm
24h 307.3mm

S57 1h 80.5mm
24h 442.2mm

1h 94.5mm
24h 357.0mm

S51 215
S57 801

S51.9.12 13
S57.7.23 24 増加傾向

郡川水系郡川（大村市荒瀬町）

令和４年度以降も引き続き必要な予算の確保が必要

＜＜防防災災・・減減災災、、国国土土強強靱靱化化のの局局所所対対策策ととししてて、、
概概ねね1100年年間間にに必必要要なな予予算算（（県県事事業業））＞＞

県道雲仙千々石線（雲仙市千々石町）
R2.6.30対策完了（R2.7.10撮影）

令和2年7月豪雨でも、
対策した箇所は被災なし！

県道形上宮ノ浦線（西海市西彼町）
R２.7.6被災（大雨特別警報）

令和2年7月豪雨では、
6日間全面通行止め！

R2.7.8に発生した地すべりにより被災（佐世保市小川内町牧の地地区）

長崎県は、土砂災害警戒区域の指定数が全国２位
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【本県の現状・課題等】
本土最西端であり、九州の主要都市や本州からのアクセス性に劣り、また災害時の代替路
がない当該地域においては、所要時間の短縮、定時性の確保が急務となっている。現在、西
九州自動車道の整備・延伸が、沿線地域への企業誘致を強く後押しし、地域活性化の効果が
確実に現れている。
また、新型コロナウィルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言下においても物流を下支えする
幹線道路の重要性が再確認されたところである。
しかしながら、依然として、地域活力の低迷に悩む県北地域においては、地場産業の競争
力強化や、豊かな観光資源を活かした観光振興の推進により、地域経済の活性化を図る必要
がある。加えて、近年激甚化する自然災害に対して、県土の強靭化という観点からもダブル
ネットワークの早期構築が必要である。
さらに、佐々ＩＣ～武雄南ＩＣ間は暫定２車線で供用されているが、佐々ＩＣ～佐世保大
塔ＩＣ間では１日当たり約２～３万台が通行し非常に混雑しており、事故も多発しているこ
とから、安全性の確保が急務となっている。

（本県の取組）
本県では、松浦佐々道路の一日も早い完成を目指し、関係市町と協力して、平成28年か
ら、用地の早期取得を支援するための西九州道推進室を設置するなど、国への協力を積極的
に行っており、加えて一昨年より福岡県・佐賀県並びに３県沿線市町合同で、東京での西九
州自動車道建設促進大会を開催し、地元の熱意を関係各所へ伝えているところである。
また沿線地域には、世界遺産登録された「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の
構成遺産が位置しており、構成資産の保全を図るとともに、有効な観光資源として活用する
ために、県では関係機関と連携を進めている。
さらに、県の産業振興計画を定めた「ながさき産業振興プラン2025」に基づき、良質な
雇用の場の創出、成長分野における県内サプライチェーンの形成等、地域経済の更なる発展
につながるよう戦略的な企業誘致を推進している。
暫定２車線の４車線化については、佐々ＩＣ～佐世保大塔ＩＣ間の４車線化工事が進めら
れており、円滑な事業推進に向けた地元調整を行っているところである。残る暫定２車線区
間である佐世保大塔ＩＣ～武雄南ＩＣ間についても早期の４車線化事業着手に向けた要望を
行っている。

【提案・要望】
西九州自動車道に関して、以下により整備促進を図ること
１　松浦佐々道路、伊万里松浦道路及び伊万里道路の整備予算の確保と早期完成
を図ること
２　佐々ＩＣ～佐世保大塔ＩＣ間の４車線化の整備促進を図ること
また、佐世保大塔ＩＣ～武雄南ＩＣ間の４車線化の早期着手を図ること

16　西九州自動車道の整備促進について
【国土交通省】
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【提案・要望実現の効果】
西九州自動車道の整備・延伸に伴い、福岡県をはじめとする九州の主要都市や本州との時
間短縮及び定時性の確保により、九州西北部の地域間の連携強化や交流促進が図られ、観光
の振興や企業立地の促進、物流の効率化が促される。併せて、救急医療体制の強化や緊急時
の迅速な避難・救急活動が可能となる。
また、佐世保市など県北地域では整備された企業団地への企業立地や工場の拡張整備など
が活発化しており、これは地域間の時間短縮や定時性の確保が理由の一因だと考えられる。
今後も西九州自動車道の整備が、将来の産業振興や地域活性化に大きく寄与することが期待
される。
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【本県の現状・課題等】
島原・西彼杵半島などの半島地域は、高速交通体系から取り残され、救急医療体制の強化
や災害時の代替路の確保が必要であり、島原半島の国道57号では現道に防災上の課題が山
積している箇所が存在し、安全・安心の確保が急務となっている。また、都市間を結ぶ国道
206号などの幹線道路等においては慢性的な渋滞に悩まされており、佐世保市と東彼杵町を
結ぶ国道205号においても朝夕の通勤時間帯に渋滞が発生し、早急な対応が求められてい
る。加えて、長崎市中心部では、新幹線開業時の長崎駅周辺や大型クルーズ船が着岸する松
が枝周辺において、交通結節の面で高度な知見を有する国の支援を必要としている。本県は
離島・半島地域を多く抱え、道路の整備が全般的に立ち遅れている。このため、都市内幹線
道路、離島・半島道路等について、交通渋滞の解消・緩和や走行性の向上を図る必要がある。
（本県の取組）
国と長崎県では、高規格道路３路線（７工区）の整備を促進している。このうち昨年３月
には、県が整備を進めてきた「島原道路」諫早インター工区が全線開通し、時間短縮や定時
性の向上などの効果により、島原半島の地域活性化や利便性向上に寄与している。また、時
津工区の整備を進めている西彼杵道路においては、ミッシングリンクとなっている大串～日
並間の早期事業化に向け、有識者委員会や地元住民から広く意見を聞くなどの取組みを行っ
ている。
さらに本県が目指しているＩＲの誘致にあたり、その候補地であるハウステンボスと長崎

【提案・要望】
１　高規格道路の整備予算を確保し、その促進を図ること
⑴　島原道路
・森山拡幅の早期完成
・出平有明バイパス、有明瑞穂バイパス、瑞穂吾妻バイパスの整備促進
⑵　西彼杵道路
・時津工区の整備促進
・大串～白似田間の新規事業化
⑶　東彼杵道路の早期事業化
⑷　長崎南北幹線道路（茂里町～時津）の新規事業化
⑸　有明海沿岸道路（鹿島～諫早）の計画の明確化
⑹　島原天草長島連絡道路の実現に向けた調査・検討の再開
２　国道の整備予算を確保し、その促進を図ること
・一般国道34号大村拡幅、大村諫早拡幅、
　一般国道205号針尾バイパス等の整備促進
・一般国道57号富津地区防災対策の早期事業化

３　街路の整備予算を確保し、その促進を図ること
・事業中箇所の整備促進

４　長崎市中心部における交通結節の検討・整備に対し、支援を行うこと
５　交通安全施設等整備予算や自転車通行空間整備予算を含む国県道整備予算を確
保し、その促進を図ること

17　地方創生を支える幹線道路（高規格道路・国道・
県道・街路）の整備促進について

【国土交通省】
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空港間のアクセス強化が課題であることから、東彼杵道路の早期事業化に向け、国や市町と
協力して、整備の必要性や効果に関して検討を進めている。加えて長崎南北幹線道路は、こ
れまでに外部のルート選定委員会や地域住民の意見を聞きながらルート帯の決定を行い、今
後都市計画決定に向けての手続きを進めていくこととしている。
さらにサイクルツーリズムについては、県・市・地元団体等が一体となった協議会におい
て具体的施策を検討し、積極的に推進していくこととしている。

【提案・要望実現の効果】
幹線道路の整備促進により、交流人口の拡大、社会経済活動の活性化、救急医療体制の強
化などが図られ、活力にあふれた、安心で快適な地域づくりの実現に寄与する。
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